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会計別補正予算額
（単位：千円）

区 ハ刀 当初予算 補正前予算額 3月補正予算 補正後予算額
対当初予算
増減額

般 ム 計 223,900,000 246,599,425 1,214,777 247,814,202 23,914,202 云

国民健康保険 51,914,000 51,914,000 

゜
51,914,000 

゜特
公 共、 用 地
先 行 取 得

184,000 760,000 

゜
760,000 576,000 

別 船橋駅南口 682,000 682,000 

゜
682,000 

゜市街地再開発

乙 介 護 保 険 47,224,000 47,224,000 2, 508, 192 49, 732, 192 2, 508, 192 
ココ：

母子父子寡婦
111,000 111,000 

゜
111,000 

゜計
福祉資金貸付

後期高齢者医療 9,148,000 9,148,000 

゜
9,148,000 

゜
計 109,263,000 109,839,000 2, 508, 192 112, 347, 192 3, 084, 192 

企 地方卸売市場 1,577,000 1,577,000 7,507 1,584,507 7,507 

業
病 院 28, 110, 000 28,823,035 

゜
28,823,035 713,035 

会

計 下 水 道 36,510,397 36,591,907 △ 242,480 36,349,427 △ 160,970 

計 66, 197, 397 66,991,942 △ 234,973 66,756,969 559,572 

特別会計・企業会計 175,460,397 176,830,942 2,273,219 179, 104, 161 3,643,764 

合計 399,360,397 423,430,367 3,487,996 426,918,363 27,557,966 





令和 5年度

船橋市一般会計補正予算

（議案第11号）
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令和 5年度 一般会計補正予算額（歳入）

（単位：千円）

区分 当初予算額 補正前予算額 3月補正予算 補正後予算額

10市税 106,894,300 106,894,300 106,894,300 

15地方譲与税 927, 100 927, 100 927, 100 

20利子割交付金 47, 100 47,100 4 7, 100 

21配当割交付金 726,800 726,800 726,800 

23株式等譲渡所得割交付金 620,600 620,600 620,600 

24地方消費税交付金 15,836,700 15,836,700 15,836,700 

25ゴルフ場利用税交付金 3,400 3,400 3,400 

26法人事業税交付金 1, 144, 800 1,144,800 1,144,800 

30自動車取得税交付金 100 100 100 

31環境性能割交付金 156,300 156,300 156,300 

35 国有提供施設等所在市助成父
付金

200,000 200,000 200,000 

37地方特例交付金 759,500 759,500 759,500 

40地方交付税 5,308,900 7,636,762 977, 553 8,Gl4, 315 

45交通安全対策特別交付金 63,800 63,800 63,800 

50分担金及び負担金 1,520,800 1,520,800 △ 75,075 1,445,725 

55使用料及び手数料 4,693,600 4,693,600 4,693,600 

60国庫支出金 42,797,900 54,893,703 △ 997,754 53,895,949 

65県支出金 16,293,700 17,014,437 △ 1,153,750 15,860,687 

70財産収入 456,500 456,500 29,089 485,589 

75寄附金 1,349,000 1,349,000 1,349,000 

80繰入金 4,865,800 10, 602, 183 769,614 11,371, 797 

85繰越金 300,000 300,000 300,000 

90諸収入 9,204,800 8,633,940 8,633,940 

95市債 9,728,500 12, 118, 000 1, 665, 100 13, 783, 100 

合 計 223,900,000 246,599,425 1,214,777 247,814,202 
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令和 5年度 一般会計補正予算額（歳出）

（単位：千円）

区分 当初予算額 補正前予算額 3月補正予算 補正後予算額

10議会費 984,500 991,500 △ 5,000 986,500 

15総務費 15,540,700 21,303,830 2,093,477 23,397,307 

20民生費 103,707,800 115, 426, 294 1,278,836 116, 705, 130 

25衛生費 23,938,500 23,990,474 △ 3,824,448 20, 166, 026 

30労働費 186,400 186,400 186,400 

35農林水産業費 495,800 686,479 686,479 

40商工費 4,326,600 6,393,682 △ 8,000 6,385,682 

45土木費 22,847,700 22,948,339 △ 8,281 22,940,058 

50消防費 7,471,000 7,547,818 △ 130,000 7,417,818 

55教育費 25,922,200 28,645,809 1,818, 193 30,464,002 

65公債費 18, 178, 800 18, 178, 800 18, 178, 800 

75予備費 300,000 300,000 300,000 

合 計 223,900,000 246,599,425 1,214,777 247,814,202 

令和 5年度 財源調整基金見込額

（単位：千円）

令和4年度末現在高 決算剰余金和立額 剰余金積立後残嵩
3月補正前取崩額 ・積立額

3月補正取崩額 令和5年度末残嵐

A B C=A+B F 
（見込）

取崩額 D 積立額 E C-D+E-F 

24,441,753 6, 171, 504 30,613,257 8,836,383 200 769,614 21,007,460 
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15款総務費等 10項 総務管理費等 10目 一般管理費等

小事業名 一般職人件費等 I 継続
所属名称 職員課等

基本施策

令和5年度 中施策

実施計画
成果指標

事
補正額（千円）

左の財源内訳（千円） 比較（千円）

業 国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額

費 △779,000 

゜ ゜ ゜
△779,000 21,635,315 20,856,315 

人件費の補正 合計 △ 779,000千円

補正の概要

1. 一般職人件費等 △ 849,000千円

く主な補正理由＞

・退職見込者数の変動に伴う退職手当の減

• 新型 コ ロナウイルス感染症の 5 類移行に伴う減

＜款別 補正額＞

士畝h 補正額

議会費 △ 5,000千円

総務費 △ 345,000千円

衛生費 △ 263,000千円

商工費 △8,000千円

土木費 △ 52,000千円

消防費 △ 130,000千円
補

教育費 △46,000千円
正

概
計 △849,000千円

要

2.会計年度任用職員の報酬等（総務費） 70,000千円

く主な補正理由＞

・産育休者等の欠員対応に伴う増
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15款総務費 10項 総務管理費 75目諸費

小事業名 国庫金等返還金 I その他
所属名称 地域福祉課ほか 9課

基本施策

令和5年度 中施策

実施計画
成果指標

事
補正額（千円）

左の財源内訳（千円） 比較（千円）

業 国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額

費 1,206,665 

゜ ゜ ゜
1,206,665 37,400 1,244,065 

国庫負担金等の受け入れ超過額を返還するため補正する。

（単位：千円）

国庫補助金等歳入名称

所属名称 受入済額 実績額 返還額

充当事業

生活困窮者自立支援事業費等負担金

（国）
地域福祉課 76,837 52,296 24,541 

自立相談支援事業費等

生活困窮者就労準備支援事業費等補助

金（国）
32,251 31,333 918 

就労準備支援事業費等

新型コロナウイルス感染症生活困窮者

自立支援金補助金（国）

新型コロナウイルス感染症生活困窮者
119,904 114,436 5,468 

自立支援金支給事業費等
補

正 障害者介護給付費負担金（国）

概 障害福祉課 4,843,905 4,820,322 23,583 

要 介護給付費等

障害者自立支援医療費負担金（国）

337,430 329,593 7,837 

更生医療給付費等

生活保護措置費負担金（国）

生活支援課 5,841,065 5,570,004 271,061 

生活扶助費等

新たなステージに入ったがん検診の総

合支援事業費補助金（国）
健康づくり課

保健衛生総務諸経費、乳がん検診費、
12,098 11,203 895 

子宮頸がん検診費等
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（単位：千円）

国庫補助金等歳入名称

所属名称 受入済額 実績額 返還額

充当事業

風しん抗体検査事業費補助金（国）

健康づくり課 21,1391 14,8581 6,281 

健康診査費、保健衛生総務諸経費

新型コロナウイルスワクチン接種対策

費負担金（国）
651,269 I 582,7011 68,568 

新型コロナウイルス感染症予防接種費

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費

補助金 （国） （令和 3年度からの繰越分）

2,976,6761 2,733,2041 243,472 

新型コロナウイルス感染症予防接種費

新型コロナウイルスワクチン接種体制

確保事業費補助金（国）

: 11 新型コロナウイルス感染症予防接種費

249,3331 215,887 I 33,446 

概

要 II 感染症予防事業費等負担金（国）

健康危機対策課
l 
1,270,4271 1,090,9291 179,498 

I 
続 新型コロナウイルス感染症対策費 等

き

子ども・子育て支援交付金（国）

こども政策課
I 

706, 1 52| 643,0191 63,133 
| 

放課後児童健全育成事業 等

子ども ・子育て支援補助金（県）

636,8841 576,7591 60,125 

放課後児童健全育成事業 等

子ども・子育て支援交付金（国）

（令和 3年度分）
619,6521 612,9951 6,657 

放課後児童健全育成事業 等

児童扶養手当負担金（国）

子育て給付課 426,8501 424,151¥ 2,699 

児童扶養手当

子育て世帯生活支援特別給付金（ひと

り親世帯以外）補助金（国）

子育て世帯生活支援特別給付金（ひと
385,6501 339,027 I 46,623 

り親世帯以外） 等
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（単位：千円）

国庫補助金等歳入名称

所属名称 受入済額 実績額 返還額

充当事業

子育て世帯生活支援特別給付金（ひと

り親世帯）補助金（国）
子育て給付課

子育て世帯生活支援特別給付金（ひと
240,4921 214,5101 25,982 

リ親世帯） 等

保育対策総合支援事業費補助金（国）

保育運営課 23,6591 2,4051 21,254 

小規模保育事業施設整備費補助金

保育士等処遇改善臨時特例交付金

（国） （令和 3年度分）
保育入園課 62,3841 61,0761 1,308 

保育所運営費補助金 等

保育士等処遇改善臨時特例交付金

（国）

: 11 保育所運営費補助金等

244,9841 239,1491 5,835 

: I I I子育てのための施設等利用給付交付金
（国）

978,3841 940,6031 37,781 

続 子育てのための施設等利用給付事業費

き
ヽ 子育てのための施設等利用給付費負担

金（県）
489,1881 470,2981 18,890 

子育てのための施設等利用給付事業費

保育対策総合支援事業費補助金（国）

183,9821 171,6871 12,295 

保育所運営費補助金 等

障害児通所等給付費負担金（国）

（平成30年度～令和 3年度分）
療育支援課 3,836,8641 3,798,3491 38,515 

障害児通所等給付費
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15款総務費 10項総務管理費 30目 財産管理費

小事業名 公共施設保全等基金積立金 | 継続
所属名称 企画財政部行政経営課

基本施策

令和5年度 中施策

実施計画
成果指標

事
補正額（千円）

左の財源内訳（千円） 比較（千円）

業 国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額

費 53,911 

゜ ゜
29,089 24,822 54,686 108,597 

当初見込んでいなかった市有地の売払いがあったこ とから、市有地売払収入を公共施設保全等基金に積み立てる

とともに、公共施設保全等茎金の運用利率が当初想定した利率より高くなったことから、運用利息の増額分を積み

≫立てるため補正する。

1 公共施設保全等基金栖立金 53,911千円

補 うち

正 運用利息増額分 1,797千円

概 日の出 1丁目市有地売払い分 27,292千円

要 三咲 1丁目市有地売払い分 24,822千円

また、基金運用収入及び日の出 1丁目の市有地売払収入について、併せて歳入を補正する。

公共施設保全等基金運用収入 1,797千円

市有地売払収入 27,292千円

15款総務費 10項総務管理費 10目 一般管理費

小事業名 職員退職手当基金積立金 | 継続
所属名称 企画財政部財政課

基本施策

令和5年度 中施策

実施計画
成果指標

事
補正額（千円）

左の財源内訳（千円） 比較（千円）

業 国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額

費 589,000 

゜ ゜ ゜
589,000 128,000 717,000 

定年延長に係る退職手当の年度間の負担を平準化するため職員退職手当基金を活用する。また、令和 5年度の退職

者が当初想定より少ない見込みであることから、基金積立•取崩基準額を 13億円から 11億円に見直すとともに積立

金を増額するため補正する。

退職手当 積立 • 取崩
積立金※

補 (60歳旧定年分） 基準額

正 A B B-A 

概 当初予算 1,171,124千円 変更前 1,300,000千円 当初予算 128,000千円

要 決算見込み 382,954千円 変更後 1,100,000千円 補正後予算 717,000千円

補正額 589,000千円

※積立金は、 1,000千円未満切捨て
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15款総務費 10項総務管理費 20目 財政管理費

小事業名 減債基金積立金 | 継続
所属名称 企画財政部財政課

基本施策

令和5年度 中施策

実施計画
成果指標

事
補正額（千円）

左の財源内訳（千円） 比較（千円）

業 国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額

費 466,650 

゜ ゜ ゜
466,650 200 466,850 

普通交付税の追加交付分のうち、臨時財政対策債償還基金費算定額を、減債基金に積み立てるため補正する。

なお、臨時財政対策債償還基金費の算定額については、令和 6年度及び令和 7年度の普通交付税の算定において基

準財政需要額からそれぞれ1/2に相当する額を控除することとなるため、減債基金に積み立て、令和 6年度及び令和

7年度に233,325千円を取崩す予定。

補 普通交付税追加交付 977,553千円

正 うち、

概 臨時財政対策債償還基金費 466,650千円

要 臨時経済対策費 466,011千円

調整復活分 44,892千円

15款総務費 10項総務管理費 60目 電子計算費

小事業名 基幹システム関連導入費 I 新規
所属名称 総務部デジタル行政推進課

基本施策
＇ 

令和5年度 中施策

実施計画
成果指標

事
補正額（千円）

左の財源内訳（千円） 比較（千円）

業 国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額

費 52,251 33,019 

゜ ゜
19,232 226,751 279,002 

基幹系システムの改修に係る経費

住民記録システム等改修（氏名の振り仮名法制化対応） 52,251千円

住民基本台帳法、番号法等の改正により、住民票等に氏名 ・旧氏の振り仮名を記載し、マイナンバーカー ドに

氏名・旧氏の振り仮名及びロ ーマ字表記等を行うことが制度化された。

国の令和5年度補正予算による国庫補助金を活用して、上記対応に必要となる住民記録システム・戸籍附票シス

補
テム・証明書コンビニ交付システムを改修するための費用を補正する。

正

概

要
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20款民生費 10項社会福祉費 15目 障害者福祉費

小事業名 障害者（児）総合相談支援事業費 | 継続
所属名称 福祉サービス部障害福祉課

基本施策 5 障害福祉

令和5年度 中施策 2 相談•生活支援の充実

実施計画 障害者（児）総合相談支援事業における相談件数
成果指標

令和 2年度 18,250件 → 令和 6年度 34,250件

事
補正額（千円）

左の財源内訳（千円） 比較（千円）

業 国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額

費 38,090 

゜ ゜ ゜
38,090 90,914 129,004 

社会福祉法に基づく社会福祉事業については、消費税が非課税とされているが、これまで非課税事業について明確に示

されておらず、市町村によってその取扱いが統一されていなかったことから、令和 5年 10月4日付けこども家庭庁・厚

生労働省事務連絡「障害者相談支援事業等に係る社会福祉法上の取扱い等について」が発出され、当該事業が非課税では

なく課税事業であると明確に示されたため、この通知を踏まえ、委託事業者が修正申告を行い、市から委託事業者に消費

税、延滞税を追加で支払うため補正する。

【基幹相談支援センタ ー】

地域の相談支援事業所の中核的な役割や、困難事例などの専門的な相談支援の実施、地域の相談支援体制の強化、地域

移行 ・地域定着の促進のほか、地域生活支援拠点システムにおける相談機能を担う。

【障害者（児）総合相談窓口】

障害者や障害児の保護者、障害者等の介護者などからの相談に応じ、必要な情報提供・助言のほか、障害福祉サービス

の利用や権利擁護のため、必要な支援を行う。

（単位：円）

ふらっと船橋
テレサ会 ヴェルフ藤原

基幹相談支援センター

障害者（児）総合相談窓口 障害者（児）総合相談窓口 障害者（児）総合相談窓口

年度 消費税 延滞税 年度 消費税 延滞税 年度 消費税 延滞税

H30 3,837,200 441,000 R2 200,000 22,000 R4 480,000 53,000 

Rl 6,303,400 724,000 R3 480,000 54,000 メ＝＝計 480,000 53,000 
補

R2 7,416,900 849,000 R4 480,000 53,000 
正

概
R3 7,537,800 848,000 合計 1,160,000 129,000 

要
R4 7,480,300 830,000 

合計 32,575,600 3,692,000 

合計消費税34,215,600円延滞税3,874,000円



－17－

20款民生費 10項社会福祉費 15目 障害者福祉費

小事業名 障害児等療育支援事業費 | 継続

所属名称 福祉サービス部障害福祉課

基本施策

令和5年度 中施策

実施計画
成果指標

事
補正額（千円）

左の財源内訳（千円） 比較（千円）

業 国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額

費 290 

゜ ゜ ゜
290 538 828 

社会福祉法に基づく社会福祉事業については、消費税が非課税とされているが、これまで非課税事業について明確に示

されておらず、市町村によってその取扱いが統一されていなかったことから、令和 5年 10月4日付けこども家庭庁・厚

生労働省事務連絡「障害者相談支援事業等に係る社会福祉法上の取扱い等について」が発出され、当該事業が非課税では

なく課税事業であると明確に示されたため、この通知を踏まえ、委託事業者が修正申告を行い、市から委託事業者に消費

税、延滞税について追加で支払うため補正する。

【障害児等療育支援事業】

在宅の障害児（者）が地域で自立した生活を送れるよう、施設のもつ機能を活用して、各種サービス利用の援助・調整

などを行う。

（単位：円）

ワーカーズハウスぐらす にじと風福祉会 ゆたか福祉苑

年度 消費税 延滞税 年度 消費税 延滞税 年度 消費税 延滞税

H30 28,500 3,000 H30 20,100 2,000 R2 500 

゜Rl 29,000 3,000 Rl 18,600 2,000 合計 500 

゜R2 34,100 3,000 R2 18,400 2,000 

R3 29,000 3,000 R3 28,200 3,000 

R4 29,000 3,000 R4 26,700 2,000 

合計 149,600 15,000 合計 112,000 11,000 

補
とらのこキッズ さざんかキッズ 桐友学園

正

概
年度 消費税 延滞税 年度 消費税 延滞税 年度 消費税 延滞税

要
R2 900 

゜
R2 200 

゜
R4 200 

゜メ口＝ 計 900 

゜
合計 200 

゜
合計 200 

゜
合計消費税263,400円延滞税26,000円



－18－

20款民生費 10項社会福祉費 25目 老人福祉費

小事業名 認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業補助金 | 新規

所属名称 高齢者福祉部高齢者福祉課

基本施策

令和5年度 中施策

実施計画
成果指標

事
補正額（千円）

左の財源内訳（千円） 比較（千円）

業 国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額

費 7,642 7,642 

゜ ゜ ゜ ゜
7,642 

認知症高齢者グループホームにおいて、入居者の安全性確保等の観点から自家発電設備の設置等に対する補助金を交付す

る。

【補正理由】

令和5年12月5日付事務連絡にて、国より令和5年度の補助金に係る二次協譲の通知があった ことから、対象事業所等に確

認 したとこ ろ、1事業所から整備希望が出されたため。

（財源 ： 地域介護 • 福祉空間整備等施設整備交付金 100%) 

【補助内容】

補助上限 7,730千円／1事業所

【補助対象事業所及び予算額】 単位：千円

事業所種別 法人名／事業所名 住所 疋F 貝- 内容 予算額

認知症高齢者 （医）徳洲会／ 非常用自家発電

グループホーム グループホームなしの郷
大穴北7-22-2 18人

設備の設置
7,642 

【繰越理由】

国の補正予算における追加協譲を活用する ことにより補助を行うが、補助対象事業所の自家発電設備の設置が年度内に完

了しない見込みのため。

補

正

概

要



－19－

20款民生費 10項社会福祉費 25目 老人福祉費

小事業名 老人福祉施設整備費補助金 I その他
所属名称 高齢者福祉部高齢者福祉課

基本施策 3 高齢者福祉

令和5年度 中施策 2 施設整備 ・人材確保の推進

実施計画
成果指標

補助金を活用した特別養護老人ホーム整備床数（累計）

令和3年度 2,386床 → 令和6年度 2,666床

事 左の財源内訳 比較

業
補正額

国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額

費

゜ ゜ ゜ ゜ ゜
10,000 10,000 

予定していた 2件の特別養護老人ホームの整備のうち 1件について、資材等の納入遅れにより、エ期が変更となり、年度

内の交付申請・決定が行えないことから債務負担行為限度額を変更する。

（限度額）

補正前の額 1,003,000千円

補 補正後の額 524,000千円

正

概

要

20款民生費 10項社会福祉費 10目 社会福祉総務費

小事業名 介護保険事業特別会計繰出金 | 継続
所属名称 高齢者福祉部介護保険課

基本施策

令和5年度 中施策

実施計画
成果指標

事
補正額（千円）

左の財源内訳（千円） 比較（千円）

業 国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額

費 250,000 

゜ ゜ ゜
250,000 7,363,120 7,613,120 

〇介護保険事業特別会計における居宅介護サービス等給付費及び施設介護サービス等給付費の歳出予算額の補正に

伴い、介護保険事業特別会計繰出金として、市の負担分 (12.5%）を補正する。

補

正

概

要



－20－

25款衛生費 10項保健衛生費 15目 予防費

小事業名 新型コロナウイルス感染症予防接種費 I 継続
所属名称 健康部健康づくり課

基本施策 1 健康増進

令和5年度 中施策 3 健康危機管理の強化

実施計画
成果指標

事
補正額（千円）

左の財源内訳（千円） 比較（千円）

業 国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額

費 △ 1,311,496 △ 1,311,496 

゜ ゜ ゜
3,024,964 1,713,468 

新型コロナウイルス感染症予防接種費について、ワクチン接種者数が当初見込みを下回るため補正する。なお、歳入に

ついても、国庫負担金 595,313千円、国庫補助金 716,183千円を減額補正する。

補正額 接種者数
補正前の額

補正後の額 当初 補正後

補 新型コロナウイルス
3,024,964千円

△1,311,496千円
528,000人 343,837人

正 感染症予防接種費 1,713,468千円

概

要

25款衛生費 10項保健衛生費 20目保健活動費

小事業名 子宮頸がん検診費ほか 1事業 | 継続
所属名称 健康部健康づくり課

基本施策 1 健康増進

令和5年度 中施策 2 疾病予防対策の充実

実施計画 がん検診受診率（子宮頸がん）
成果指標

令和 2年度 20.8%→ 令和 6年度 50% 

事
補正額（千円）

左の財源内訳（千円） 比較（千円）

業 国県支出金 地方債 その他 一般財源 補正前額 補正後額

費 62,552 

゜ ゜ ゜
62,552 506,557 569,109 

子宮頸がん検診費及び乳がん検診費について、受診者数の増加により当初見込みを上回るため補正する。

補正額 受診者数
補正前の額

補正後の額 当初 補正後

子宮頸がん検診費
30,438千円

25,800人 28,725人267,403千円
補 297,841千円

正
乳がん検診費

32,114千円

概
239,154千円 24,600人 27,429人

271,268千円

要


